
1

○申請に当たっては、事前にチェックシートをご確認のうえ必要書類の提出を

お願いします。

〇書類に記載する日付は、全て令和４年４月８日以降の日付をご記載ください。

○個人事業者の方は、全収入のうち、主な収入が事業収入である事業者が対象

です。

○国の「まん延防止等重点措置」の適用の影響により、令和４年１月～３月の

いずれかの月の売上高が、平成３１年１月～令和３年３月の間の任意の同じ

月（基準月）の売上高と比較して７０％以上減少し、かつ、基準月の売上が

２０万円以上の事業者が対象です。

○宮崎県が令和４年１～３月に要請した飲食店等への時間短縮営業にかかる協

力金を受給されている方は対象外です。

○申請書類等の提出は、感染拡大防止の観点から、郵送又は事前予約制による

窓口申請のいずれかでお願いします。

○申請書及び請求書に修正液、修正テープは使用できませんのでご注意くださ

い。

○支援金の支給を受けた事業者が、支給要件を満たさないことが判明した場合、

その他不正が判明した場合は、調査の上、支援金を返還していただきます。

その他、本要領を事前にご確認いただき、書類をご提出ください。

令和４年４月

宮崎市観光商工部工業政策課

宮崎市新型コロナウイルス感染症

緊急事業者支援金 申請要領
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１ 支援金給付の目的

令和４年１月２１日から３月６日までの間の国の「まん延防止等重点措置」の適用によ

る飲食店等の時間短縮営業又は不要不急の外出や県外との往来自粛の影響で、売上高等が

減少している中小法人等及び個人事業者の事業継続を支援することを目的としています。

２ 給付額

１事業者につき２０万円

３ 用語の定義

（１）中小法人等：資本金１０億円以上の大企業を除く、中堅企業者、中小企業者、小規

模事業者、ＮＰＯ法人等

（２）個人事業者：個人事業主、フリーランス等

※雑所得・給与所得で確定申告しているフリーランスの方も対象としております。（会

社等に雇用されている方（パート・アルバイト・派遣・日雇い労働等の方を含む）

は対象とはなりません。）

（３）全収入：確定申告書における一時的なもの等を除く全ての売上等をいいます。

（４）事業収入：個人事業者については、確定申告書における営業等所得又は農業所得に

係る売上高等をいい、雇用契約ではなく業務委託契約等に基づき事業活動を行ってい

る個人事業者については、営業等所得、雑所得又は給与所得に係る業務委託契約等収

入をいいます。

４ 交付対象要件（以下を満たす方が対象です）

（１）令和４年１月２０日時点で宮崎市内に本社がある中小法人等又は宮崎市内に住所を

有する個人事業者であること。

（２）令和４年１月２１日から３月６日までの間の国の「まん延防止等重点措置」の適用

に伴い、時間短縮営業の要請に協力した飲食店等に対して支給される「宮崎市新型コロ

ナウイルス感染症拡大防止協力金」及び他自治体が実施している同趣旨の協力金を受給

していない又は今後受給が見込まれない者であること。

（３）今後も当該事業を継続する意思があること。

（４）全収入のうち、主な収入が事業収入であること。

（５）各関係団体が作成した新型コロナウイルス感染症拡大防止業種別ガイドラインや県

が作成した新型コロナウイルス感染症拡大防止ガイドライン等を遵守していること。

（６）売上高等の減少はまん延防止等重点措置の影響によるものであること。

（７）業務委託契約等収入を主たる収入として雑所得又は給与所得で確定申告している個

人事業者については、令和３年以前から被雇用者又は被扶養者でないこと。

【重要】申請者によって提出いただく書類が異なりますので、必ずチェックシートによ

りご自身の提出書類をご確認ください。
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（８）次のいずれにも該当しないこと。

①宮崎市暴力団排除条例（平成２３年条例第４７号）第２条第２項に規定する暴力団

員又は同条第３号に規定する暴力団関係者

②中小法人等にあって、その役員（法人の業務を執行する社員、取締役、執行役又は

これらに準じる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを

問わず、法人に対し、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準じるも

のと同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。）のうち前①に該当する

者

③風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第５項から第１０項及び第１３項第２号に規定する営業を行う者

④国又は法人税法（昭和４０年法律第３４号）第２条第５号に規定する公共法人

⑤政治的活動又は宗教的活動に係る事業を行う者

５ 売上高等の減少要件

（１）通常の比較方法（令和３年１月１日以前に開業している場合）

令和４年１月、２月又は３月（対象月）の売上高等が令和３年、令和２年又は平成

３１年の同月（基準月）と比較して７０％以上減少し、かつ、基準月の売上が２０万

円以上であること。

（２）令和４年１月を対象月とする場合で令和３年１月２日以降同年１２月末に開業され

た方（創業者特例①）

令和４年１月の売上高等が、開業月から令和３年１２月までの売上高等のひと月平均

（平均売上高）と比較して７０％以上減少しており、かつ、平均売上高が２０万円以上

であること。（開業日が月途中の場合は、開業月を平均売上高の算定に含めなくとも可

とします。）

なお、令和３年１月に開業した場合で令和４年１月との比較が可能な方は、通常の比

較方法による審査を行うこともできます。

対象月

令和4年1月 平成31年1月 令和2年1月 令和3年1月

又は

令和4年2月 平成31年2月 令和2年2月 令和3年2月

又は

令和4年3月 平成31年3月 令和2年3月 令和3年3月

基準月

いずれかと比較

いずれかと比較

いずれかと比較
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※創業者特例を受けるためには、開業日が確認できる書類（開業届や法人登記の履歴事項

全部証明書など）の提出が必要です。

（３）令和４年２月を対象月とする場合で令和３年２月２日以降同年１２月末に開業され

た方（創業者特例②）

令和４年２月の売上高等が、開業月から令和４年１月までの売上高等のひと月平均

（平均売上高）と比較して７０％以上減少しており、かつ、平均売上高が２０万円以上

であること。（開業日が月途中の場合は、開業月を平均売上高の算定に含めなくとも可

とします。）

なお、令和３年２月に開業した場合で令和４年２月との比較が可能な方は、通常の比

較方法による審査を行うこともできます。

※創業者特例を受けるためには、開業日が確認できる書類（開業届や法人登記の履歴事項

全部証明書など）の提出が必要です。

(万円)

10月 11月 12月 1月 2月 3月

売上高 開業月 110 100 20 10 30

80％減

支給対象

令和3年 令和4年

平均売上高105万円 

（≧ 20万円）

令和3年10月の月途中に開業し令和4年1月を対象月とする場合

比較

(万円)

10月 11月 12月 1月 2月 3月

売上高 開業月 110 100 90 10 30

90％減

支給対象

令和3年 令和4年

平均売上高100万円 

（≧ 20万円）

令和3年10月の月途中に開業し令和4年2月を対象月とする場合

比較
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（４）令和４年３月を対象月とする場合で令和３年３月２日以降同年１２月末に開業され

た方（創業者特例③）

令和４年３月の売上高等が、開業月から令和４年２月までの売上高等のひと月平均

（平均売上高）と比較して７０％以上減少しており、かつ、平均売上高が２０万円以上

であること。（開業日が月途中の場合は、開業月を平均売上高の算定に含めなくとも可

とします。また、平均売上高の算定に令和４年２月の売上は含めなくとも可とします。）

なお、令和３年３月に開業した場合で令和４年３月との比較が可能な方は、通常の比

較方法による審査を行うこともできます。

※創業者特例を受けるためには、開業日が確認できる書類（開業届や法人登記の履歴事項

全部証明書など）の提出が必要です。

(万円)

10月 11月 12月 1月 2月 3月

売上高 開業月 110 100 100 90 30

（≧ 20万円） 70％減

支給対象

(万円)

10月 11月 12月 1月 2月 3月

売上高 開業月 110 100 90 10 30

70％減

支給対象

令和3年10月の月途中に開業し令和4年3月を対象月とする場合

令和3年 令和4年

平均売上高100万円 

令和3年10月の月途中に開業し令和4年3月を対象月とする場合で、
平均売上高に令和4年2月を含めない場合

令和3年 令和4年

平均売上高100万円 

（≧ 20万円）

比較

比較
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（５）令和４年２月を対象月とする場合で令和４年１月１日以降同月２０日に開業された

方（創業者特例④）

令和４年２月の売上高等が、令和４年１月の売上高等と比較して７０％以上減少して

おり、かつ、令和４年１月の売上高等が２０万円以上であること。

※創業者特例を受けるためには、開業日が確認できる書類（開業届や法人登記の履歴事項

全部証明書など）の提出が必要です。

（６）令和４年３月を対象月とする場合で、令和４年１月１日以降同月２０日に開業され

た方（創業者特例⑤）

令和４年３月の売上高等が、令和４年１月から令和４年２月の売上高等のひと月平均

（平均売上高）と比較して７０％以上減少しており、かつ、平均売上高が２０万円以上

であること。（平均売上高の算定に令和４年２月の売上は含めなくとも可とします。）

※創業者特例を受けるためには、開業日が確認できる書類（開業届や法人登記の履歴事項

全部証明書など）の提出が必要です。

対象月 基準月

令和4年2月 令和4年1月比較

対象月

令和4年3月 又は 令和4年1月

基準月

令和4年1月と
令和4年2月の

2か月平均

比較
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（７）月当たりの売上高等の変動が大きい場合（季節性収入特例）

令和４年１月、２月又は３月の売上高等が、令和３年、令和２年又は令和元年（中

小法人等においては、令和３年、令和２年又は平成３１年の１月、２月又は３月を含

む事業年度内）の連続した任意の３箇月の売上高等のひと月当たりの売上高等の平均

（以下、「任意の売上高」という。）と比較して７０％以上減少し、かつ、任意の売上

高が２０万円以上であること。

※ただし、令和３年、令和２年又は令和元年（平成３１年）の連続した任意の３ケ月

の事業収入の合計が令和３年、令和２年又は令和元年（平成３１年）の年間売上高等

（中小法人等においては、令和３年、令和２年又は平成３１年の１月、２月又は３月

を含む事業年度内）の５０％以上であること。

【個人事業主】

（８）その他

罹災や事業承継などの理由で通常比較が困難な場合には個別にご相談ください。

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

令和４年 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

対象月

令和元年（H31）
又は

令和2年
又は

令和3年

令和４年１月２月又は３月の売上高等が、令和元年、
令和２年又は令和３年の連続した３ヶ月の売上高等の
ひと月当たりの売上高等の平均と比較して７０％以上
減少していること。
※任意の３ヶ月の合計額が当該年間売上等の５０％以上
であること。
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６ 申請書類チェックシート

１ 交付申請書兼実績報告書(様式第１号) □

2

□

□

法人設立届の写し □ ※該当者のみ

3

□

□

4 □

5

□ ※該当者のみ

6 売上高等の減少率算定及び月別売上高等（様式第２号） □

7 □

8 □

9 □

10 □

11 □

□

□

□

□

宮崎市新型コロナウイルス感染症緊急事業者支援金
提出書類チェックシート

申請者名：（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　 Ｑ.令和３年８月事業者支援金を申請しましたか？→□

事業の実態が確認できる書類

最新の事業年度の確定申告書別表一の写し

法人登記の履歴事項全部証明書の写し（申請日より３ヶ月以内に発行されたもの）

（初回の確定申告の時期を迎えていない新規創業者）

比較に用いた基準月（平成３１年～令和３年の１月～3月のいずれかの月）が
属する事業年度の以下の書類

確定申告書別表一の写し

法人事業概況説明書の写し

比較に用いた対象月（令和４年1月、２月又は３月）の事業収入が分かるもの
（例）売上台帳、経理ソフトやエクセルで作成した売上データなど

比較に用いた対象月（令和４年1月、２月又は３月）の事業収入がゼロの場合

以下のいずれかの書類を提出してください。
・令和４年３月以降に発生した事業上の取引を証明する書類
　（契約書、領収書、請求書等）
・令和４年３月以降に事業所等の家賃を支払ったことを証明する書類
　（領収書、請求書＋当該支払いが分かる通帳のコピー）
・令和４年３月以降に事業所の光熱費を支払ったことを証明する書類
　（領収書、請求書＋当該支払いが分かる通帳のコピー）

宮崎市暴力団排除条例に基づく誓約書兼同意書（様式第３号）

誓約書（様式第４号）

請求書（様式第８号）

振込口座が確認できる書類の写し（通帳のコピー）

その他市長が必要と認める書類（　　　　　　　　　　　　　　）
※減少率の算定特例を受ける事業者が提出する参考資料など

※算定特例を受ける方は、算定に必要な全ての月の売上高等がわかるものを提出してください。

その他の注意点

　書類右上の日付は、全て令和４年４月８日以降の日付になっている。

　ボールペンで書類を記載している。（鉛筆や消せるボールペンは不可）

　修正液や修正テープを使用していない。

必要書類 チェック欄 備考

新規
創業者

※該当者のみ

中小法人等用
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１ 交付申請書兼実績報告書(様式第１号) □

2

（１）青色申告を行っている方

□

（２）白色申告を行っている方

□

□

（３）確定申告の義務のない方

□

□

税務署提出の開業届の写し □ ※該当者のみ

3

（１）青色申告を行っている方

□

□

（２）青色申告を行っていない方

　　①確定申告書第一表又は市民税県民税の申告書の写し □

□

□

4 □

5

□ ※該当者のみ

6 売上高等の減少率算定及び月別売上高等（様式第２号） □

7 □

8 □

9 □

10 □

11 □

□

□

□

□

宮崎市新型コロナウイルス感染症緊急事業者支援金
提出書類チェックシート

申請者名：（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　 Ｑ.令和３年８月事業者支援金を申請しましたか？→□

事業の実態が確認できる書類
（直近の確定申告書の写し又は市民税申告書の写し等）
※該当する(1)(2)(3)に応じ,①②全て提出

　　①　令和３年分の確定申告書第一表の写し

　　①　令和３年分の確定申告書第一表の写し

　　②　令和３年分の収支内訳書の写し

　　①　令和４年度の市民税・県民税申告書の写し

　　②　令和３年度の収支内訳書の写し

（初回の確定申告の時期を迎えていない新規創業者）

比較に用いた基準月（平成３１年～令和３年の１月～3月のいずれかの月）が
属する年の以下の書類

　　①確定申告書第一表の写し

　　②所得税青色申告決算書の写し（月間事業収入の記載がない場合は、基準月の売上台帳等)

　　②収支内訳書

　　③基準月の売上高等の金額が分かるもの（売上台帳等）

比較に用いた対象月（令和４年1月、２月又は３月）の事業収入が分かるもの
（例）売上台帳、経理ソフトやエクセルで作成した売上データなど

比較に用いた対象月（令和４年1月、２月又は３月）の事業収入がゼロの場合

以下のいずれかの書類を提出してください。
・令和４年３月以降に発生した事業上の取引を証明する書類
　（契約書、領収書、請求書等）
・令和４年３月以降に事業所等の家賃を支払ったことを証明する書類
　（領収書、請求書＋当該支払いが分かる通帳のコピー）
・令和４年３月以降に事業所の光熱費を支払ったことを証明する書類
　（領収書、請求書＋当該支払いが分かる通帳のコピー）

宮崎市暴力団排除条例に基づく誓約書兼同意書（様式第３号）

誓約書（様式第４号）

請求書（様式第８号）

振込口座が確認できる書類の写し（通帳のコピー）

その他市長が必要と認める書類（　　　　　　　　　　　　　　）
※減少率の算定特例を受ける事業者が提出する参考資料など

※算定特例を受ける方は、算定に必要な全ての月の売上高等がわかるものを提出してください。

その他の注意点

　書類右上の日付は、全て令和４年４月８日以降の日付になっている。

　ボールペンで書類を記載している。（鉛筆や消せるボールペンは不可）

　修正液や修正テープを使用していない。

必要書類 チェック欄 備考

新規
創業者

※該当者のみ

個人事業者用
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１ 交付申請書兼実績報告書(様式第１号) □

2

（１）青色申告を行っている方

□

（２）白色申告を行っている方

□

□

（３）確定申告の義務のない方

□

□

3

（１）青色申告を行っている方

□

□

（２）青色申告を行っていない方

　　①確定申告書第一表又は市民税県民税の申告書の写し □

□

□

4 □

5

□ ※該当者のみ

6 □

7

□

□

□

8 売上高等の減少率算定及び月別売上高等（様式第２号） □

9 □

10 □

11 □

12 □

13

※算定特例を受ける方は、算定に必要な全ての月の売上高等がわかるものを提出してください。

□

□

□

宮崎市新型コロナウイルス感染症緊急事業者支援金
提出書類チェックシート

申請者名：（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　 Ｑ.令和３年８月事業者支援金を申請しましたか？→□

事業の実態が確認できる書類
（直近の確定申告書の写し又は市民税申告書の写し等）

（該当する(1)(2)(3)に応じ,①②全て提出）

　　①　令和３年分の確定申告書第一表の写し

　　①　令和３年分の確定申告書第一表の写し

　　②　令和３年分の収支内訳書の写し

　　①　令和４年度の市民税・県民税申告書の写し

　　②　令和３年度の収支内訳書の写し

比較に用いた基準月（平成３１年～令和３年の１月～3月のいずれかの月）が
属する年の以下の書類

　　①確定申告書第一表の写し

　　②所得税青色申告決算書の写し（月間事業収入の記載がない場合は、基準月の売上台帳等）

　　②収支内訳書

　　③基準月の売上高等の金額が分かるもの（売上台帳等）

比較に用いた対象月（令和４年1月、２月又は３月）の事業収入が分かるもの
（例）売上台帳、経理ソフトやエクセルで作成した売上データなど

比較に用いた対象月（令和４年1月、２月又は３月）の事業収入がゼロの場合

以下のいずれかの書類を提出してください。
・令和４年３月以降に発生した事業上の取引を証明する書類
　（契約書、領収書、請求書等）
・令和４年３月以降に事業所等の家賃を支払ったことを証明する書類
　（領収書、請求書＋当該支払いが分かる通帳のコピー）
・令和４年３月以降に事業所の光熱費を支払ったことを証明する書類
　（領収書、請求書＋当該支払いが分かる通帳のコピー）

申請者名義の国民健康保険証の写し（表面のみ）

基準月の業務委託契約等収入があることを示す書類
（(1)(2)(3)のいずれか２つを組み合わせて提出）

（１）業務委託契約書等の契約書の写し又は業務委託契約等契約申立書（様式第５号）

（２）支払い者発行の支払調書の写し又は源泉徴収票の写し又は支払い明細書の写し
　　　※源泉徴収票を提出する場合、（１）との組合せを必須とします。

（３）支払いがあったことを示す通帳の写し（本人名義であること及び支払いが確認できる頁）
　　　※複数の契約を結んでいる場合は、任意の１つの業務委託契約等分を提出してください。

宮崎市暴力団排除条例に基づく誓約書兼同意書（様式第３号）

誓約書（様式第４号）

請求書（様式第８号）

振込口座が確認できる書類の写し（通帳のコピー）

その他市長が必要と認める書類（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
※減少率の算定特例を受ける事業者が提出する参考資料など

その他の注意点

　書類右上の日付は、全て令和４年４月８日以降の日付になっている。

　ボールペンで書類を記載している。（鉛筆や消せるボールペンは不可）

　修正液や修正テープを使用していない。

必要書類 チェック欄 備考

□ ※該当者のみ

主たる収入を雑所得・給与所得で確定申告した
個人事業者用
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７ 主な申請書類イメージ図

※主な申請書類とその注意事項を記載しております。この他の必要な書類はチェックシー

トでご確認のうえ、提出してください。

（１）中小法人等

②法人事業概況説明書の写し①確定申告書別表一の写し

令和３年､令和２年又は平成３１年の１月､

２月又は３月の売上高等はここに記載の金

額とします。

③法人登記の履歴事項全部証明書の写し

※申請日より３ヶ月以内に発行されたものに限る。
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（２）個人事業者

①確定申告書第一表の写し ②所得税青色申告決算書の写し

※青色申告決算書に月別売上がない方、白色申告

及び市民税・県民税申告の方は、令和３年、

令和２年又は平成３１年の１月２月又は３月の

売上等が分かる書類（売上台帳等）を追加で提出

してください。

令和３年､令和２年又は平成３１年の１月､

２月又は３月の売上高等はここに記載の金

額とします。

③収支内訳書の写し
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（３）主たる収入を雑所得・給与所得で確定申告した個人事業者が追加で提出する書類

①申請者名義の国民健康保険証の写し（表面のみ）

②業務委託契約等収入があることを示す書類

②-1 業務委託契約書の写し

申請者がその雇用者ではない者との間で締結する契約書。

※契約相手方の署名又は記名押印があるもの。

※申請者が発注者の場合等は不可
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②-2 支払者発行の支払調書の写し

※「報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書」で令和３年、令和２年分又は令和元年分に限る。

※お手元にない場合、委託元に再発行を依頼してください。

②-3源泉徴収票の写し

※「給与所得の源泉徴収票」で令和３年、令和２年分又は令和元年分に限る。

※お手元にない場合、委託元に再発行を依頼してください。
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②-4 支払明細書の写し

※業務委託契約等に基づき報酬等が支払われたことを明細書で、支払者の署名又は記名押印の

あるもの。

※様式は問いませんが、「令和３年、令和２年又は令和元年の支払いを示す明細書で、支払者、

支払先（申請者）、金額、時期が分かるもの」に限ります。
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８ 申請受付について

（１）申請受付期間

令和４年４月１８日（月）～令和４年６月１７日（金） ※消印有効

（窓口申請の電話予約は４月１８日（月）９：００から受付開始します。）

（２）申請方法

感染拡大防止の観点から、郵送又は事前予約制による窓口申請のいずれかでお願い

します。

①郵送先

〒８８０－８５０５

宮崎市橘通西１－１－１ 宮崎市工業政策課 事業者支援金担当

②予約専用ダイヤル及び受付場所

電話番号：０９８５−４４－３９０１

受付時間：９：００～１７：００（土、日、祝日を除く）

受付会場：宮崎市役所第２庁舎５階 事業者支援金受付窓口

９ 支援金の支払いについて

所定の審査を行い、要件該当の確認ができ次第、指定の口座に支援金を振り込みます。

なお、申請受付から振り込みまでに１か月程度の期間を要しますのでご了承ください。

（書類に不備があった場合や要件該当の確認に時間を要した場合は、１か月以上の期間

を要することもあります。）

１０ 支援金の返還について

支援金の支給を受けた事業者が、支給要件を満たさないことが判明した場合、その他

不正が判明した場合は、調査の上、交付決定を取消し、支援金を返還していただきます。


